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シェアホルダー（株主中心主義）かそれともステークホルダー（利害関係者中心主義）か。
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アメリカン・モデルがグローバル・スタンダード足りうるのか。いやそもそもコーポレート・
ガバナンスにグローバル・スタンダードそのものを求めることができるのか。2001年12月にエ
ンロン社が経営破綻した。1985年に設立したとき天然ガスのパイプラインを扱っていたこの会
社が今何故注目されるのか。エンロン社はこのところの規制緩和、民営化路線をうけて急成長
してきた会社であった。管制高地と呼ばれ、半ば市場であれ、価格であれ、市場の動向そのも
のさえも一国のエネルギー政策に守られ、手厚く保護されていた分野が“市場開放”されたの
であった。1994年のアメリカでの電力自由化が始まると、エンロンは電力卸売市場に参入した。
さらに1998年には情報化をうけて、インターネットを活用したエンロン・オンラインというネ
ット取引市場にも参入し、急成長をみる。カリフォルニア州での2001年に生じた電力不足、停
電騒ぎも一連の自由化と結びついている。そして2000年には売上高が1千億ドルを越え、全米
7位に。世界でみても150位前後の巨大企業に成長。経営者にも関心が向けられたことはいう
までもない。しかもその経営陣に名を連ねている経営者たちがMBAを修得してきたプロたち
ばっかりではなかったかと。株価操作、インサイダー取引、会計操作、簿外取引、監査法人、
アンダーヤンの信用失墜、ストック、オプションの乱用、401K組の破産…・。次々に明らかに
なってくる事実を追っていると企業統治をめぐる議論にあって、もう一度、企業本来の姿に立
ち返って検討も加える必要を再確認しているのではないのか。今日のビッグ・ビジネスは自ら
も権力＝支配の担い手になることを求めっっも、政治を利用しつつ補強する作業を行なってい
ることを忘れてはならないであろう。そのかぎり、私は企業権力説に立つ。大企業は現代の巨
大な権力機構なのだ。場合によれば一国さえも動かすことのできるカ＝権力を動かそうとして
いることをみていかなければならない。いな、それ以上に今急がれているのはIT化が急転回
している証券、資本市場への国際的な基準づくりではないのか。株式が投機証券であることを
再確認しつつ、市場をしっかりとした体制をもつものにしていこうとするならば、その基準づ
くりこそ急務ではないのか。
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